
 医療介護総合確保法に基づく平成２６年度県計画の概要 

 

 

１ 計画の基本的な考え方 

 ○ 本県においては、今後、75 歳以上人口が全国平均を上回るペースで増加すると

見込まれており、急増する高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地

域包括ケアシステムの構築が喫緊の課題となっている。特にその要となる在宅医

療提供体制の整備が急務であり、本計画により重点的に取り組んでいく。 

 ○ 本県では平成 26 年 6 月末現在で 66 病院において医師不足を原因とした診療制

限が行われており（県内 322 病院の約 2 割）、また看護職員についても「愛知県

看護職員需給見通し」によれば、今後も不足の状況が続くと見込まれており、本

計画により医療従事者の確保対策に積極的に取り組んでいく。 

 

２ 計画に位置付けた事業 

 対象事業 
新規事業 

（※） 

国庫補助 

移行事業 
計 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機

関の施設又は設備の整備に関する

事業  
3.7 億円 ― 3.7 億円 

（２）居宅等における医療の提供に関する

事業  
15.3 億円 0.1 億円 15.4 億円 

（３）医療従事者の確保に関する事業  5.5 億円 7.4 億円 12.9 億円 

計 24.5 億円 7.5 億円 32.0 億円

 

 

 

 

○ 新規事業（※）一覧（２，４４７，８２４千円） 

（１）地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業（365,889 千円） 

No. 事業名 事業者 
計画額 

（千円）
期間 

1 地域包括ケア病棟新設・転換支援事業 医療機関  197,838 H26 

2 地域医療ネットワーク基盤整備事業 
医療機関  
地区医師会  

168,051 H26～27 

（２）居宅等における医療の提供に関する事業（1,526,503 千円） 

No. 事業名 事業者 
計画額 

（千円）
期間 

3 在宅医療サポートセンター事業 
県医師会  
地区医師会  1,190,362 H26～29 

4 在宅医療連携システム整備事業 市区町村  334,405 H26～29 

5 訪問薬剤管理指導事業 
県（県薬剤師会に

委託）  322 H26 

6 訪問看護ステーション長期派遣研修事業 医療機関  1,414 H26 

（３）医療従事者の確保に関する事業（555,432 千円） 

No. 事業名 事業者 
計画額 

（千円）
期間 

7 救急勤務医支援事業  医療機関  2,781 H26 

8 小児救急電話相談事業  県（民間事業者に

委託）  3,456 H26 

9 帝王切開術待機医師確保事業  産婦人科医療機関 11,842 H26 

10 ナースセンター事業  県（県看護協会に

委託）  117,058 H26～27 

11
医療機関で働く女性の活躍を促進するため

の保育所整備事業  医療機関  386,693 H26～29 

12 医療人材の有効活用促進事業  県（名古屋大学に

委託）  33,602 H26～28 
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新規事業の事業内容

No.8 小児救急電話相談事業 3.5百万円

（事業者：県（民間事業者に委託））

小児救急電話相談の相談時間を延長する

No.2 地域医療ネットワーク基盤整備事業 168.0百万円

（事業者：医療機関、地区医師会）

連携する医療機関間で、医療情報（電子カルテシステムや

オーダリングシステムなど）を相互参照するためのＩＣＴネットワー

ク基盤を整備する

No.10 ナースセンター事業 117.1百万円

（事業者：県（県看護協会に委託））

相談窓口の延長、サテライトの設置等により、機

能強化を図る

No.6 訪問看護ステーション長期派遣研修事業 1.4百万円

（事業者：医療機関）

病院に勤務する看護師を訪問看護ステーションに長期間派遣し、

病院勤務看護師が行う退院調整能力の向上を図る

No.5 訪問薬剤管理指導事業 0.3百万円

（事業者：県（県薬剤師会に委託））

薬剤師が在宅医療の現場において訪問薬剤

や服薬指導などを行うことができるよう、実習形

式の研修を実施し、在宅医療に対応できる薬局

を増やす

No.4 在宅医療連携システム整備事業 334.4百万円

（事業者：市区町村）

在宅医療従事者の負担軽減を図り、訪問看護師、リハビ

リ職種、薬剤師、介護支援専門員等の活動を支援するた

め、在宅患者情報を共有するシステムを整備する

No.1 地域包括ケア病棟新設・転換支援事業 197.8百万円

（事業者：医療機関）

急性期から在宅に至る医療の流れを整備するため、地域包括ケ

ア病棟を整備する

No.3 在宅医療サポートセンター事業 1,190.4百万円

（事業者：県医師会、地区医師会）

在宅医療の充実・強化のため、在宅医療に参入する医師を

増加させる取組や、緊急時の入院受入体制の調整等を行う

No.11 医療機関で働く女性の活躍を促進するための

保育所整備事業 386.7百万円

（事業者：医療機関）

医療従事者が安心して働き続けられるよう、院内保

育所を整備する

No.7 救急勤務医支援事業 2.8百万円

（事業者：医療機関）

救急勤務医離職防止のため、夜間・休日手当の支給に

対し助成する

No.9 帝王切開術待機医師確保事業 11.8百万円

（事業者：産婦人科医療機関）

帝王切開術に必要な医師確保のために助成する

No.12 医療人材の有効活用促進事業 33.6百万円

（事業者：県（名古屋大学に委託））

医師の偏在是正のため関係者がそれぞれ果たすべき役

割を明らかにし研修を行う


